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○福島市産業交流プラザ条例施行規則 

平成15年６月13日規則第52号 

改正 

平成18年３月30日規則第17号 

平成23年２月25日規則第５号 

令和３年９月30日規則第67号 

令和４年１月19日規則第２号 

令和４年６月22日規則第39号 

 

福島市産業交流プラザ条例施行規則 

（趣旨） 

第１条 この規則は、福島市産業交流プラザ条例（平成15年条例第17号。以下「条例」とい

う。）の施行について必要な事項を定めるものとする。 

（使用許可の申請） 

第２条 条例第７条第１項の規定により使用の許可（駐車場を除く。）を受けようとする者は、

別に定める方法により福島市産業交流プラザ使用申請書（様式第１号）を市長に提出しなけ

ればならない。 

２ 前項に規定する使用申請書は、次の各号に掲げる施設の区分に応じ、当該各号に定める日

から受け付けるものとする。ただし、市長が、当該施設の使用に支障がないと認めるときは、

この限りでない。 

(１) 会議室 使用しようとする日（以下「使用日」という。）の３月前の日 

(２) 企画展示室の分割使用 使用日の３月前の日 

(３) 企画展示室（分割使用を除く。） 使用日の12月前の日 

(４) 企画展示室（分割使用を除く。）及び会議室の同時使用 使用日の12月前の日 

３ 前項の規定にかかわらず、レンタルオフィス及びシェアオフィスについては、条例第８条

又は第８条の２の規定による認定があった日から14日以内の期間とする。 

４ 市長が必要と認めるときは、第１項に規定する使用申請書のほか、申請の内容を説明する

書類その他必要と認める書類を提出させることができる。 

５ 第１項の規定にかかわらず、コワーキングスペース及びミーティングルームの使用の許可

の申請は、使用施設及び使用時間を市長に申し出ることにより行うものとする。 

（使用の許可） 

第３条 市長は、条例第７条第１項の規定により使用の許可（コワーキングスペース、ミーテ

ィングルーム及び駐車場を除く。）をしたときは、福島市産業交流プラザ使用許可書（様式

第２号）を交付するものとする。 

２ コワーキングスペース及びミーティングルームの使用の許可については、当該施設の使用

料の納付をもって使用の許可をしたものとみなす。 

（許可期間の更新） 

第４条 条例第７条第４項の規定によりレンタルオフィス及びシェアオフィスの使用期間の更

新を受けようとする者は、使用の許可の期間が満了する日の３月前までに、福島市産業交流

プラザ使用許可期間更新申請書（様式第３号）に市長が必要と認める書類を添えて、市長に

提出しなければならない。 
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２ 市長は、前項に規定する更新申請書の提出があった場合は、更新を必要とする事由を審査

し、更新を相当と認めるときは、福島市産業交流プラザ使用許可期間更新許可書（様式第４

号）を交付するものとする。 

（駐車場の使用） 

第５条 駐車場を使用しようとする者は、駐車場に自動車を入場させる際に、駐車券の交付を

受けなければならない。 

２ 第３条の規定にかかわらず、駐車場にあっては、駐車券の交付をもって許可を受けたもの

とみなす。 

３ 駐車場の使用を終了した者は、駐車場の出口において駐車券を提出し、駐車時間に対応す

る使用料を納付しなければならない。 

（使用の変更及び取消し） 

第６条 条例第７条第１項の規定により使用の許可を受けた者（以下「使用者」という。）が、

使用の許可を受けた事項を変更し、又は取り消すときは、使用日の10日前までに、福島市産

業交流プラザ使用変更（取消）申請書（様式第５号）に当該使用許可書を添えて、市長に提

出しなければならない。ただし、市長が当該施設の使用に支障がないと認めるときは、この

限りでない。 

２ レンタルオフィス及びシェアオフィスの使用者は、使用許可の期間が満了する前にその使

用を終了しようとするときは、使用を終了しようとする日の属する月の２月前までに前項に

規定する使用変更（取消）申請書を市長に提出しなければならない。 

３ 市長は、使用の変更又は取消しの許可をしたときは、福島市産業交流プラザ使用変更（取

消）許可書（様式第６号）を交付するものとする。 

（特別設備の設置等） 

第７条 使用者が、条例第13条第１項の許可を受けようとするときは、福島市産業交流プラザ

特別設備設置申請書（様式第７号）を市長に提出し、その許可を受けなければならない。 

２ 市長は、前項の許可をしたときは、福島市産業交流プラザ特別設備設置許可書（様式第８

号）を交付するものとする。 

（模様替え） 

第８条 使用者が条例第14条第２項ただし書の規定による模様替えの承認を得ようとするとき

は、福島市産業交流プラザ模様替え承認申請書（様式第９号）を市長に提出しなければなら

ない。 

２ 市長は、前項に規定する承認申請書の提出があった場合は、当該施設及び周辺施設を損傷

しない軽微な程度のものであって、かつ、使用の目的又は状況からやむを得ないものに限り

承認するものとする。 

（使用料の納期） 

第９条 使用者は、使用の許可を受けた日から14日以内の市長が指定する日までに、当該許可

に係る施設使用料の全額を納入しなければならない。 

２ 使用者は、附属設備使用料を市長が指定する日までに納入しなければならない。 

３ 第１項の規定にかかわらず、レンタルオフィス及びシェアオフィスの使用者は、使用する

月ごとに、当該月分の施設使用料を当該月の前月の末日までに納付しなければならない。た

だし、使用日の属する月の施設使用料は、使用日の７日前までとする。 

４ レンタルオフィスの使用者は、条例別表１の備考第３号の費用を市長が指定する日までに

納入しなければならない。 
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（使用料の減免） 

第10条 条例第15条第２項の規定により使用料（駐車場使用料を除く。）の減免を受けようと

する者は、福島市産業交流プラザ使用料減免申請書（様式第10号）を市長に提出しなければ

ならない。 

２ 前項の使用料の減免の基準は、次のとおりとする。 

(１) 市又は市の機関が主催又は主体となって共催する場合 全額 

(２) 市内の国、独立行政法人又は他の地方公共団体が公用又は公益のために自ら使用する

場合 100分の50に相当する額 

(３) その他市長が特に必要と認めた場合 市長が定める額 

３ 市長が必要と認めるときは、第１項に規定する減免申請書のほか、関係書類を提出させる

ことができる。 

（使用料の還付） 

第11条 条例第16条ただし書の規定により使用料の還付を受けようとする者は、福島市産業交

流プラザ使用料還付申請書（様式第11号）を市長に提出しなければならない。 

２ 前項の使用料の還付の基準は、次のとおりとする。 

(１) 使用者の責めによらない理由により使用できない場合 全額 

(２) 使用日の10日前までに第６条第１項の規定による使用の取消しについて申請があり、

使用の取消しを許可した場合 100分の50に相当する額（100円未満の端数があるときは、

これを切り捨てる。） 

(３) 使用日の10日前までに第６条第１項の規定による使用の変更について申請があり、使

用の変更を許可し、使用料が減額された場合 減額された額 

３ 市長は、第１項の使用料還付申請書の提出があったときは、使用料の還付の可否を決定し、

その旨を福島市産業交流プラザ使用料還付通知書（様式第12号）により当該使用料還付申請

書を提出した者に通知するものとする。 

（使用計画等の事前協議） 

第12条 使用者（コワーキングスペース、ミーティングルーム及び駐車場の使用者を除く。）

は、その使用する施設又は附属設備の使用計画その他必要な事項について、使用日の前日ま

でに、市長と協議を行わなければならない。 

（使用者等の遵守事項） 

第13条 使用者及び入館者は、福島市産業交流プラザ（以下「プラザ」という。）の使用に当

たっては、次に掲げる事項を守らなければならない。 

(１) 許可を受けないで物品を展示、販売又はこれに類する行為をしないこと。 

(２) 秩序の維持に努め、清潔及び整頓を保持すること。 

(３) プラザの施設、設備及び備品等を滅失し、又は毀損しないこと。 

(４) プラザ内の風紀及び秩序を乱し、又は他に迷惑を及ぼす行為をしないこと。 

(５) 許可された以外の施設及び附属設備等を使用しないこと。 

(６) 危険物及び不潔な物を持ち込まないこと。 

(７) 喫煙場所以外で喫煙しないこと。 

(８) プラザ内に居住しないこと。 

(９) 許可を受けないで広告類を掲出し、又はまき散らさないこと。 

(10) 入場人員が使用施設の収容人員を著しく超過しないこと。 

(11) 前各号に掲げるもののほか、市長がプラザの管理上必要と認めて指示する事項 
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（職員の立入り） 

第14条 市長は、施設の管理上必要があると認めるときは、使用を許可した場所に立ち入り、

必要な指示をすることができる。 

（レンタルオフィス及びシェアオフィスの使用関連の届出） 

第15条 レンタルオフィス及びシェアオフィスの使用者は、次の各号のいずれかに該当する場

合には、市長にその旨を届け出なければならない。 

(１) 名称又は代表者を変更しようとするとき。 

(２) その業種を変更しようとするとき。 

(３) 当該施設を連続して８日以上使用しないとき。 

(４) シェアオフィスの時間外使用をするとき。 

(５) 前４号に掲げるもののほか、市長が必要があると認めるとき。 

（原状回復義務） 

第16条 使用者は、プラザの使用を終了したとき、又は条例第11条の規定により使用の条件の

変更、使用の停止若しくは使用の許可の取消しを命ぜられたときは、施設を清掃し、自己の

負担において直ちに原状に復し、及び職員の点検を受けなければならない。ただし、市長が

相当の理由があると認めるときは、この限りでない。 

２ 使用者が、前項の義務を履行しないときは、市長においてこれを執行し、その費用を使用

者から徴収する。 

（滅失又は毀損の届出） 

第17条 使用者は、施設及び備付物件を滅失し、又は毀損したときは、直ちに福島市産業交流

プラザ滅失（毀損）届（様式第13号）を市長に届け出て、その指示を受けなければならない。 

（指定管理者による管理） 

第18条 市長は、指定管理者に管理を行わせる場合にあっては、第２条（第３項を除く。）、

第３条第１項、第４条、第６条、第９条（第３項を除く。）、第10条（第２項を除く。）、

第11条（第２項を除く。）及び第12条から第15条までの規定の適用についてはこれらの規定

中「市長」とあるのは「指定管理者」と、第９条（第４項を除く。）、第10条（第３項を除

く。）及び第11条の規定の適用についてはこれらの規定中「使用料」とあるのは「利用料金」

と、様式第１号から様式第６号まで及び様式第10号から様式第12号までの規定の適用につい

てはこれらの規定中「福島市長」とあるのは「指定管理者」と、様式第２号、様式第６号、

様式第10号から様式第12号までの規定の適用についてはこれらの規定中「使用料」とあるの

は「利用料金」とする。 

（委任） 

第19条 この規則に定めるもののほか、プラザの管理運営等について必要な事項は、別に定め

る。 
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附 則 

この規則は、平成15年７月１日から施行する。 

附 則（平成18年規則第17号） 

この規則は、平成18年４月１日から施行する。 

附 則（平成23年規則第５号） 

この規則は、平成23年４月１日から施行する。 

附 則（令和３年９月30日規則第67号） 

（施行期日） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の際現にこの規則による改正前の各規則（第一条から第百七条までの規定

により改正される規則をいう。）（以下次項において「旧各規則」という。）に定める様式

により提出されている書類は、この規則による改正後の各規則の様式により提出されたもの

とみなす。 

３ この規則の施行の際現に作成されている旧各規則に定める様式による用紙は、当分の間、

所要の調整をして使用することができる。 

附 則（令和４年１月19日規則第２号） 

この規則は、令和４年４月１日から施行する。 

附 則（令和４年６月22日規則第39号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

 

 

 

  



6/18 

様式第１号（第２条関係） 
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様式第２号（第３条関係） 
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様式第３号（第４条関係） 
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様式第４号（第４条関係） 
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様式第５号（第６条関係） 
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様式第６号（第６条関係） 
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様式第７号（第７条関係） 
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様式第８号（第７条関係） 
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様式第９号（第８条関係） 
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様式第10号（第10条関係） 

 

様式第10号(第10条関係) 

 

※受付年月日 年  月  日 ※受付番号 第 号 ※許可番号 第 号 

 

福島市産業交流プラザ使用料減免申請書 

年  月  日   

  福島市長 

申請者 住所又は所在地            

氏名又は名称            

代 表 者 氏 名            

電話(    )―   ―      

 次のとおり使用料の減免を申請します。 

使 用 目 的 

(催物の名称) 
  

使 用 す る 施 設 名 使 用 年 月 日 使 用 時 間 

  年  月  日 時から   時まで 

  年  月  日 時から   時まで 

  年  月  日 時から   時まで 

  年  月  日 時から   時まで 

  年  月  日 時から   時まで 

附属設備使用の有無 有・無 

申 請 理 由 

□ 規則第10条第1項第1号(市又は市の機関)による。 

□ 規則第10条第1項第2号(国又は他の地方公共団体)による。 

□ 規則第10条第1項第3号(その他)による。 

 理由 

備 考   

次のとおり決定してよいか伺います。 

使 用 料 減 免 率 減 免 額 減免後の使用料 

※ 

円 

※   
  

※ 

円 

※ 

円 100 

長 係 員 起 案 年  月  日  

    起 案 者   

摘 要   



16/18 

様式第11号（第11条関係） 

  

様式第11号(第11条関係) 

 

※受付年月日 年  月  日 ※受付番号 第 号 ※決定番号 第 号 

 

福島市産業交流プラザ使用料還付申請書 

年  月  日   

  福島市長 

申請者 住所又は所在地            

氏名又は名称            

代 表 者 氏 名            

電話(    )―   ―      

 次のとおり使用料の還付を申請します。 

使 用 許 可     年  月  日付け    第    号 

使 用 目 的 

(催物の名称) 
  

還付申請理由   

既納使用料 円 納 入 期 日 年  月  日 

還付金振込先 

金融機関名               支 店 名 

預金種別                口座番号 

口座名義 

(フリガナ) 

還付の根拠 既納入使用料 還付率 還付金額 

※規則第11条第1項 

 第  号 

※ 

円 

※ ※ 

円 

 備考 

  1 ※印の欄は、記入しないでください。 

  2 交付済の使用(使用変更)許可書を添付してください。 
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様式第12号（第11条関係） 
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様式第13号（第17条関係） 

  

 

様式第13号(第17条関係) 

 

福島市産業交流プラザ滅失(毀損)届 

 

年  月  日   

 

  福島市長 

 

届出者 住 所            

氏 名            

電話(   )―   ―     

 下記のとおり福島市産業交流プラザの施設及び備付物件を滅失(毀損)したので届け出ま

す。 

記 

滅失 (毀損 )の日時     年    月    日(   )   時   分頃 

滅失(毀損)した施設

及 び 備 付 物 件 
  

滅失(毀損)した施設

及び備付物件の数量 
  

滅失 (毀損 )の状況   

 


